
議題１．無作為抽出公募委員
候補者登録制度の概要と

成果について

第５回市民参加推進会議

平成２９年１２月２５日（月） １３時～１６時

市役所本庁舎３階 会議室３０１

資料１



本日の内容

１．審議会等における市民参加の現状と課題

２．公募委員候補者登録制度の試行

３．公募委員候補者登録制度の登録申込者

４．今後の公募委員候補者登録制度
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１．審議会等における市民参加の現状と課題

審議会等における市民参加とは？

市民公募委員
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市民参加条例の前文より引用
白井市は、市民参加により市民一人ひとりが持つ豊かな創造性、知識、
経験等を十分に活かしながら、より開かれた行政を展開し、市民主体
のまちづくりを行えるよう、この条例を制定します。

課題解決や状況改善のための政策・制度の立案・実施・
評価の一連のプロセス

専門家が見落としがちな部分を補完する。

市民の経験、蓄積、知見、感覚、感性を生かす。



１．審議会等における市民参加の現状と課題

・参加する市民が固定化している。

・働き盛り世代や若年層の参加が少ない。

・女性の参加が男性に比べて少ない。
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市民公募委員の現状と課題

多様な市民層の参加が必要！
ライフステージ（年齢）、性別、居住歴、
受益の有無



１．審議会等における市民参加の現状と課題

住民基本台帳から無作為抽出による公募委員就任へのはたら
きかけ
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課題解決策

（2）総合計画及び都市マスタープラン策定勉強会

（1）事業仕分けにおける市民判定人
・参加希望者 12.8％ 全国平均4.2％ （平成24年度）

＜過去の実施例＞

＜参考＞他市の取り組み
・全国で7⾃治体で制度化（市⺠活動⽀援課調べ）

１．東京都三鷹市 平成22年度 18.8万⼈
２．⼤阪府箕⾯市 平成23年度 13.5万⼈
３．愛知県知⽴市 平成24年度 6.9万⼈
４．新潟県新潟市 平成25年度 80.8万⼈

５．⼤阪府⽣駒市 平成25年度 11.9万⼈
６．埼⽟県朝霞市 平成25年度 13.3万⼈
７．東京都狛江市 平成25年度 8.0万⼈
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公募委員候補者制度と市民参加推進会議



◆平成２６年度
政策会議で試行実施が決定

◆平成２７年度
層化無作為抽出法により市民2,000名に公

募委員候補者名簿への登録について文
書を発送

◆平成２８年度

公募員候補者登録制度の試行（３年間）

２．公募委員候補者登録制度の試行
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市民2,000名へのはたらきかけ（一部抜粋）
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10

氏名、性別、年齢、住所、連絡先、【任意記入】得意なこと・
専門経験・資格等



93名（市民公募委員候補者として登録申し込み）

◆性別 男性36名 女性57名

◆年齢別 18歳～29歳 10名

30歳～39歳 15名

40歳～49歳 20名

50歳～59歳 24名

60歳～69歳 13名

70歳～79歳 11名
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◆分野別（複数選択可）
行財政改革 21名
市民活動・市民参加 25名
防災・防犯 29名
産業 11名
福祉・健康・医療 53名
子育て・教育 38名
景観・まちづくり 41名
環境・ゴミ減量化 15名
文化・生涯学習・スポーツ 39名

３．公募委員登録制度の登録申込者



公募委員候補者登録名簿
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⇒ 担当課は名簿から委嘱したい候補者をリスト
アップし、就任の依頼を行う



登録申込者への通知
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公募委員候補者の審議会への委嘱実績
（平成２８年度～平成２９年１２月まで）

年齢層 男性 女性 審議会名

２０～２９歳 １人 行政経営改革審議会

３０～３９歳 ２人 文化会館運営協議会、市民活動推進委員会

４０～４９歳 １人 ２人 図書館協議会、ふるさと産品審議会、男女共同参画推進会議

５０～５９歳 ３人 ５人
地域福祉計画策定等委員会、行政経営改革審議会、まちづくり審議会、
市民参加推進会議、上下水道審議会、障害福祉計画委等策定委員会、
総合計画審議会、指定管理者選定委員会

６０～６９歳 １人 ３人
子ども・子育て会議、市民参加推進会議、総合計画審議会、
国民健康保険運営協議会

７０歳以上 １人 男女共同参画推進会議
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⇒ １５審議会で１９人が新たに委員に委嘱された



公募委員候補者制度の導入前との比較

年齢層
導入前（Ｈ２７） 導入後（Ｈ２８～２９）

男性 女性 男性 女性

２０～２９歳 １人

３０～３９歳 ２人

４０～４９歳 １人 ２人

５０～５９歳 １人 １人 ３人 ５人

６０～６９歳 ６人 ４人 １人 ３人

７０歳以上 ２人 １人
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⇒ これまで６０歳代が中心から、５０歳代未満の
幅広い年代層が増えた



◆平成３０年度
公募委員登録制度の活用実績と効果検証

層化無作為抽出法により市民に公募委員
候補者名簿への登録について新たに文書
を発送

◆平成３１年度
公募員候補者登録制度を新たに施行
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４．今後の公募委員候補者登録制度（予定）



日時

平成２９年１２月２２日（金）

１３時３０分～１５時３０分

研修講師

 千葉大学大学院 社会科学研究院

教授 関谷 昇

研修の特徴

 市民参加・協働・自治の必要性や、これからの

時代変化の中での在り方を課長・係長職員を

対象に職員研修を実施した。

参加者 ５９名

課長職：１６名、主幹～主査補（係長）職：３５名、左記以外８名

市民参加職員研修会の実施



研修のテーマ：

「市民参加・協働のまちづくり

～これから求められる職員とは～」


